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[bookmark: _Toc231573873]情報提供依頼の背景と目的
[bookmark: _Ref376756311]現在、横浜市教育委員会事務局では、標準化対象20業務の一つである就学システムについて、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」、「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書【第4.0版】」及び、以下に示す標準仕様書に基づき、標準準拠システム移行にむけてシステムの分析・調査を実施し、標準化の検討を進めています。
・就学事務システム（学齢簿編製等）標準仕様書【第4.0版】
・就学事務システム（就学援助）標準仕様書【第4.1版】
[bookmark: _Hlk122072257][bookmark: _Ref378178963]これまでの検討において、本市の就学事務システムは令和7年度中の移行が困難となり、移行時期については令和10年度へと見直しを行いました。令和7年6月のRFIでは、令和8年度からの着手を目指し、本市に対する提案可否等の情報を各事業者様から提供いただきましたが、結果として令和8年度の調達は見送りとなっています。そのため、本情報提供依頼（RFI）では、令和9年度以降の着手を前提に、移行スケジュールの確定や調達に向けた仕様の整理に向けた情報提供を改めて依頼させていただきます。
[bookmark: _Toc231573874]用語
本書内で使用する用語は以下のとおりです。
	キーワード
	説明

	現行システム
	現在稼働中の横浜市就学システム
・住民記録システム（学籍サブシステム）
・就学援助システム

	標準仕様書（学齢簿編製等）
	就学事務システム（学齢簿編製等）標準仕様書【第4.0版】

	標準仕様書（就学援助）
	就学事務システム（就学援助）標準仕様書【第4.1版】

	標準準拠システム
	標準仕様書に準じて構築されるシステム


[bookmark: _Toc121779007][bookmark: _Toc231573875]標準準拠システム導入における基本方針
標準仕様書準拠
標準仕様書に準拠したシステムを導入することで、運用経費圧縮、ベンダロックインの解消を目指す。標準仕様書に準拠することが難しい特別な事情等がある場合は、本RFI等の中で言及すること。
ガバメントクラウドの利用
ガバメントクラウド上に構築された標準準拠システムを導入する。
市民の利便性及びサービス向上
標準準拠システム導入と同時に業務効率化を図り、その効果が市民に還元するための土台となることを目指す。
[bookmark: _Ref110003210][bookmark: _Ref110003225][bookmark: _Ref110003237][bookmark: _Toc231573876]情報提供依頼内容
以下の内容について、情報提供を依頼します。依頼事項の詳細は、下記資料をご確認ください。
· 【様式2】回答書
· 【様式3-1】回答書（標準オプション機能＿学齢簿編製等）
· 【様式3-2】回答書（標準オプション機能＿就学援助）
· [bookmark: _Hlk166750627]【様式4-1】回答書（共通機能＿学齢簿編製等）
· 【様式4-2】回答書（共通機能＿就学援助）
· 【様式5-1】回答書（運用保守要件＿学齢簿編製等）
· 【様式5-2】回答書（運用保守要件＿就学援助）
· 【様式6-1】参考見積＿学齢簿編製等
· 【様式6-2】参考見積＿就学援助

「【様式2】回答書」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	就学システムの標準化への対応方針
	以下に示す質問事項について、ご回答ください。
· 貴社の就学システムの標準準拠システムの対応方針

	2
	他市における実績
	以下に示す質問事項について、ご回答ください。
· 他市における就学システム標準準拠システム提供状況
· 他市における就学システム標準準拠システムの受託状況

	3
	横浜市に対する提案可否
	以下に示す質問事項について、ご回答ください。
· 標準準拠システムについての横浜市への提案の可否
· その他、横浜市への提案の可否（運用保守対応、業務効率化後継対応）
· ガバメントクラウドの利用について
· 参考見積について

	4
	横浜市より特に質問したい事項に対する意見（学齢簿システム向け）
	以下に示す質問事項について、ご回答ください。
· 指定都市対応について
· 外国籍児童生徒の管理について
· 校務システムとの連携について
· 現行システムからのデータ提供について
· 連携システムへの作業依頼等について
· オンライン帳票の出力項目について
· 本市で重要視している業務要件について

	5
	横浜市より特に質問したい事項に対する意見（就学援助システム向け）
	以下に示す質問事項について、ご回答ください。
· 特別支援教育就学奨励費等の管理機能について
· 私立学校等就学奨励制度の管理機能について
· 学齢簿で付番した住登外者の扱いについて
· 申請情報取り込み及び差異抽出・不備訂正について
· 継続認定について
· 続柄の判定について
· 連携システムへの作業依頼等について
· 本市で重要視している業務要件について

	6
	その他
	以下に示す質問事項について、ご回答ください。
· その他貴社の考える課題とそれに対するご提案内容
· 【別紙2】調達仕様書（案）抜粋資料（学齢簿）、【別紙3】調達仕様書（案）抜粋資料（就学援助）の記載について
· 今後の情報提供等





「【様式3-1】回答書（標準オプション機能＿学齢簿編製等）」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	標準オプション機能実装方針（学齢簿編製等）
	標準仕様書（学齢簿編製等）の標準オプション機能のうち、本市で必要と考える機能に対する貴社の実装方針について、ご回答ください。



「【様式3-2】回答書（標準オプション機能＿就学援助）」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	標準オプション機能実装方針（就学援助）
	標準仕様書（就学援助）の標準オプション機能のうち、本市で必要と考える機能に対する貴社の実装方針について、ご回答ください。



「【様式4-1】回答書（共通機能＿学齢簿編製等）」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	共通機能実装方針（学齢簿編製等）
	「地方公共団体情報システム　共通機能標準仕様書」にて学齢簿システムでの実装が許容されている機能のうち、本市で必要と考える機能に対する貴社の実装方針について、ご回答ください。



「【様式4-2】回答書（共通機能＿就学援助）」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	共通機能実装方針（就学援助）
	「地方公共団体情報システム　共通機能標準仕様書」にて就学援助システムでの実装が許容されている機能のうち、本市で必要と考える機能に対する貴社の実装方針について、ご回答ください。



「【様式5-1】回答書（運用保守要件＿学齢簿編製等）」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	運用保守要件対応方針（学齢簿編製等）
	本市が学齢簿システムの運用保守要件として想定している要件に対する貴社の対応方針について、ご回答ください。



「【様式5-2】回答書（運用保守要件＿就学援助）」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	運用保守要件対応方針（就学援助）
	本市が就学援助システムの運用保守要件として想定している要件に対する貴社の対応方針について、ご回答ください。



「【様式6-1】参考見積＿学齢簿編製等」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	参考見積＿学齢簿編製等
	貴社での標準化にあたっての初期費用や運用管理費用について、参考見積と見積条件等をご提示ください。




「【様式6-2】参考見積＿就学援助」
	No.
	情報提供依頼内容
	内容・前提事項

	1
	参考見積＿就学援助
	貴社での標準化にあたっての初期費用や運用管理費用について、参考見積と見積条件等をご提示ください。



[bookmark: _Toc231573877]提供資料一覧
RFI に関して本市から提供する資料は以下のとおりです。

	資料名
	説明

	情報提供依頼書
	本資料

	【様式1】参加申込書
	本依頼への参加に際して提出いただく書式

	【別紙1】システム概要
	就学システム構築に係る下記を示した資料
・現行システム概要
-対象業務システム一覧
-現行システム構成イメージ　等
・標準化後システム概要
-標準化後システム間連携概要図
・業務概要等
-業務概要図
-関連組織・役割　等
【参加申込書受領後送付】

	【別紙2】調達仕様書（案）抜粋資料（学齢簿）
	調達仕様書（案）（学齢簿）における下記仕様の抜粋資料
・調達範囲等
-準拠資料等
-調達範囲　等
・情報システムに求める要件
-業務要件について
-本市で重要視している業務要件について
-機能要件について　等
・作業の実施内容
-プロジェクト管理に係る作業内容
-設計・移行に関する作業内容　等
【参加申込書受領後送付】

	【別紙3】調達仕様書（案）抜粋資料（就学援助）
	調達仕様書（案）（就学援助）における下記仕様の抜粋資料
・調達範囲等
-準拠資料等
-調達範囲　等
・情報システムに求める要件
-業務要件について
-本市で重要視している業務要件について
-機能要件について　等
・作業の実施内容
-プロジェクト管理に係る作業内容
-設計・移行に関する作業内容　等
【参加申込書受領後送付】

	全体移行計画
	全体移行計画本編
【参加申込書受領後送付】

	全体移行計画の補足資料及び一覧
	全体移行計画の補足資料及びその一覧
【参加申込書受領後送付】

	【様式2】回答書
	貴社からの回答をご記入いただく書式

	【様式3-1】回答書（標準オプション機能＿学齢簿編製等）
	本市で必要と判断した標準オプション機能に対する貴社の実装方針等をご記入いただく書式

	【様式3-2】回答書（標準オプション機能＿就学援助）
	

	【様式4-1】回答書（共通機能＿学齢簿編製等）
	本市で必要と判断した共通機能に対する貴社の実装方針等をご記入いただく書式


	【様式4-2】回答書（共通機能＿就学援助）
	

	【様式5-1】回答書（運用保守要件＿学齢簿編製等）
	本市が必要と想定している運用保守要件に対する貴社の対応方針等をご記入いただく書式


	【様式5-2】回答書（運用保守要件＿就学援助）
	

	【様式6-1】参考見積＿学齢簿編製等
	貴社の参考見積の結果をご記入いただく書式

	【様式6-2】参考見積＿就学援助
	

	【様式7】質問票
	貴社から質問がある場合にご記入いただく書式

	業務一覧及び業務フロー（学齢簿編製等）
	情報提供として提供させていただく参考資料（現在、想定している標準化後における業務の一覧及び業務フロー一式）
【参加申込書受領後送付】

	業務一覧及び業務フロー（就学援助）
	

	EUC帳票一覧（学齢簿編製等）
	情報提供として提示させていただく参考資料
（標準帳票では定義されていないものの業務上必要とするために、EUC機能を利用し出力することを想定している対象の一覧）
【参加申込書受領後送付】

	EUC帳票一覧（就学援助）
	


上の表のうち、説明末尾に【参加申込書受領後送付】と記載している資料については、参加表明いただいた事業者に別途配布します。なお、当該資料については、現時点の想定を記載した参考資料扱いとし、今回のRFI回答結果や本市検討結果を踏まえ、今後、内容の更新等が生じる可能性がある点に留意いただきたい。



[bookmark: _Toc231573878]情報提供要領
1. [bookmark: _Toc231573879]実施手順・スケジュール
1. 情報提供依頼への参加表明
令和8年6月26日（金）まで
※【様式1】参加申込書に必要情報を記載の上、本文書の最後に示す連絡先に電子メールでご提出ください。
情報提供依頼に関する質問事項の受付期間
令和8年7月7日（火）まで
情報提供依頼回答書の提出期限
令和8年7月28日（火）まで
1. [bookmark: _Toc231573880]情報提供依頼に関する質問方法
不明点等の質問事項は、「【様式7】質問票」に記入し、本文書の最後に示す連絡先に電子メールで送付してください。
来庁又はお電話による質問に対してはお答えできかねますので、ご了承ください。
情報提供基準の均質化を図る観点から、各社からいただいた質問事項とその回答については、集約した上で情報提供依頼に参加している各社ご担当者様宛にメールでお送りするとともに、横浜市公式Webサイトの事業者向け情報ページに掲載します。
[bookmark: _Toc231573881]提出物について
1. 様式について
情報提供依頼回答書は、【様式2】、【様式3-1】、【様式3-2】、【様式4-1】、【様式4-2】、【様式5-1】、【様式5-2】、【様式6-1】、【様式6-2】に記入の上、ご提出ください。それ以外の内容については、任意様式とします。
電子データは、Microsoft 365（Word、Excel、Power Point）で読み込み可能なファイル形式又はPDF形式で作成してください。
頁数
情報提供依頼回答書の頁数に制限はありませんが、要点を簡潔にまとめていただきますようお願いします。
情報提供依頼回答書とは別に、パンフレット等を参考資料として添付していただいても構いません。
注意事項
用語、表現は一般的に使用されているものを用い、可能な限りシステム管理業務経験のない一般職員でも理解可能な平易な表現を使用してください。専門用語を使用しなければ説明できない場合には、注釈をつけてください。貴社独自の開発技法・製品を用いる場合には、平易な表現による注記をつけてください。
[bookmark: _Toc231573882]提出方法
情報提供依頼回答書は、期日までに本文書の最後に示す連絡先のメールアドレス宛てに提出をお願いします。（必着）。
[bookmark: _Toc231573883]情報提供依頼回答書に対するヒアリング
提出していただいた情報提供依頼回答書につきましては、本市職員及び本業務に関する支援業務の受託事業者にて点検させていただき、その内容について必要に応じてヒアリングをさせていただく場合がございますので、ご協力の程よろしくお願いします。
[bookmark: _Toc231573884]留意事項
今回の情報提供依頼に際し、今後の調達等において優遇または不利な取り扱いが行われることはありません。
情報提供者の回答について不明点等がある場合は、後日個別にヒアリングを依頼することがあります。
今回の依頼に関して発生する費用は、情報提供者にて負担してください。
提出された情報は、情報提供者の著作物であり、本市は本件の目的以外の用途に使用することはありません。
本RFIに伴って配布している資料には一部秘密情報が含まれますので、取り扱いには十分に留意し、本RFIに関する作業以外には使用できないこととします。 
提出された資料は返却しません。
前回RFI（令和7年6月13日公告）に参加された情報提供者については、回答が前回RFI回答と相違ない項目については、「前回RFIでの回答のとおり」と回答いただいても差し支えありません。

《お問い合わせ先》
〒231－0005
横浜市中区本町6丁目50番地の10 横浜市役所14階
横浜市教育委員会事務局学校支援・地域連携課
就学係担当 富永
電話 045－671－3270
電子メール ky-shuugaku@city.yokohama.lg.jp
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